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中部地方整備局
１.令和３年度の認定状況
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4月 5月 6月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

事業継続力認定制度の年間スケジュール

前期申請期間 後期申請期間

前期評価部会 後期評価部会

委員会

書類審査・修正依頼
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34社
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41社
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認定証交付
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BCP認定申請 BCP認定申請

受付

審査

再提出
BCP認定申請

再提出

申請
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BCP認定申請
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BCP認定申請
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指摘事項
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41社

34社

参考令和3年度の申請状況

認定状況

【令和２年度】
申請数：198社
認定数：196社

【合計】
申請数：239社
認定数：237社

【令和３年度】
申請数：41社
認定数：41社

書類審査・修正依頼



１.令和３年度の認定状況
中部地方整備局

3

：認定企業の本店所在地

：地域境界線

BCP認定企業位置図

：県境界線【凡例】

認定企業

木曽 0社

上伊那 8社

下伊那 10社

北部・中部 2社

岐阜・西濃 24社

中濃 7社

東濃 3社

飛騨 4社

西部 11社

中部 18社

東部 8社

伊豆 5社

尾張 69社

知多 1社

西三河 12社

東三河 9社

北部 16社

伊賀 1社

中部 11社

伊勢志摩 5社

東紀州 13社

0社

237社

三重

中部地整管外

合計

岐阜

静岡

愛知

県別の認定企業数（本店所在地）

県別

長野



令和２年度委員会での意見・質問等 今年度の取組状況 該当頁

ガイドラインの
改訂について

BCPの有効性や必要性等の理解不足への
対応が必要である。

適合率が低い項目を中心に、ガイドラインの該当箇所について
BCPへの記載の必要性等を丁寧に説明。

P11
～1８

地震以外にも頻発しているハザード情報
を反映したBCPの作成が必要である。

「令和3年7月伊豆山土砂災害」を受けて土砂災害に関するハ
ザード情報を追加。
その他最新の知見として、内閣府による「避難情報に関するガ
イドライン」の情報を追加。

P19

今後の
取組に
ついて

普及啓発 企業規模による認定率への影響の有無が
あるのではないか。

企業規模や総従業員数による認定率への影響を整理した結果、
総従業員数が20人以下の企業では、全体平均（49％）に対し
て認定率が低い傾向（21％）が見られた。
認定企業を対象にアンケート調査を行った結果、小規模企業で
は、訓練内容によっては対応することが難しい事項がある旨の
回答もあったため、小規模企業への対応策を検討していく。

P5
～6
、8

地域の中核となる会社を軸とした地域防
災力の強化に向けた戦略的な展開に関し
ての検討も重要である。

地域の中核となる会社は建設業協会等の構成員であることが多
いこと等を考慮して、各県の建設業協会等への意見交換の実施
及びBCP認定制度の普及啓発を実施。

P8

講習会では、各項目の必要性や重要性に
ついての講義及びBCP作成ノウハウの指
導が必要である。

認定企業に対するアンケート調査によりBCP作成時の不明点や
ガイドラインの改訂に関する意見等を把握し、来年度予定する
講習会の講義内容への反映を検討。

P８

訓練事例
紹介

有効かつ効果的な訓練内容の紹介の場が
必要である。

認定企業のなかからBCPの実効性向上に有効な訓練を実施して
いる企業を選定し、ヒアリング調査を実施。
訓練事例集としてとりまとめたものをBCP認定制度のHPで公
表予定。

P9

継続申請 まずは認定企業数を増加させることが重
要である。その後継続申請時のハードル
上げによる実効性向上を図る必要がある。 BCP認定制度における初回継続申請年度が令和5年度であるた

め、次年度に検討予定。
-

継続申請時には、講習会等の参加有無・
回数、訓練内容の評価に関する指標を追
加検討してはどうか。

2-1 令和２年度委員会での意見・質問等及び今年度の取組
中部地方整備局

令和２年度委員会での意見・質問等に対して、今年度対応した取組状況を以下に示す。

なお、各取組の詳細については次頁以降に示す。
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2-2 認定企業向けのアンケート調査
中部地方整備局

①BCP申込書類の作成について

②BCPの訓練実施について

③BCP認定申請及び継続申請等について

④BCP認定制度全般について

【主な調査項目】

①BCP申込書類の作成について

【アンケート内容】
・申込書類作成の際に参考としたもの
・評価要領、ガイドラインの記載内容に対する改善意見
・評価要領、ガイドラインに掲載してほしい情報 など

【調査対象】

調査依頼
（令和３年度前期までの

認定企業）
220社

回答社数 122社
回答率 55％

【主な意見】
・不適合の多い「災害協定業務着手までの手順と目標時間がわかる資料」

の項目では、記載がわかりやすい・ややわかりやすい の回答が少ない。
・評価項目ごとの具体的な記載事例、BCP策定の参考となる優良な取組事

例を求める意見が多い。

取組②：BCP訓練に関する優良事例の展開（P.9）
訓練事例集の作成、公表

取組④：ガイドライン等の見直し（案）（P.11～17）
適合率が低い項目へのガイドラインの改訂

令和3年度前期までの認定企業を対象にアンケート調査を実施した。
次頁以降にアンケート調査を踏まえた各取組の詳細を示す。

5

・BCP認定制度の初年度の取組を振り返り、制度運
用における諸課題を把握

・BCP認定制度のこれまでの取組の評価及び今後の
取組方針の参考とする

【目的】

アンケート調査内容

67

71

30

18

40

8

10

0 20 40 60 80 100

BCP認定申請の評価項目ごとの具体的な記載事例の充実

BCP策定の参考となる優良な取組み事例

自然災害に関する国・自治体の最新の取組み状況

自然災害等の最新の情報

BCP策定の参考となるようなサイト

特にない

その他

N=122

評価要領、ガイドラインに掲載してほしい情報等

①BCP申込書類の作成について

1-1 申込書類作成の際に参考としたもの

1-2
修正手続きの多い項目に対する評価要領・ガイドラインの記載内容
のわかりやすさ、改善に関するご意見

1-3 評価要領・ガイドラインに掲載してほしい情報等

②BCPの訓練実施について

2-1 BCP訓練の実施有無

2-2 訓練実施に際して困った点、苦労した点

2-3 訓練から抽出した課題・問題点の見直し

2-4 2-3に対してどのような改善を図ったか

2-5 2-3未実施の場合課題・問題点等の見直しを実施していない理由

2-6 訓練を実施・予定していない理由

2-7 訓練実施に際してほしい情報・取組み

③BCP認定申請及び継続申請等について

3-1 認定企業を増やすためにあると良い取組み

3-2 継続申請の手続きに関するご意見

④BCP認定制度全般について

4-1 認定制度全般に関するご意見・ご要望



2-2 認定企業向けのアンケート調査
中部地方整備局

54

29

9

44

59

3

12

1

26

0 20 40 60 80 100

BCPの認定証の交付（現在も交付しているもの）

認定企業リストのHP上での公表

イベント・催し等での認定企業リストの掲載

認定マーク等の付与（名刺に掲載できるようなもの）

申請手続きの負担軽減（電子手続き）

優良な認定企業の講習会等での自社事例発表機会の付与

地域におけるBCP認定企業間のつながりの強化

特にいらない

その他
N=122

③ BCP認定申請及び継続申請等について、④BCP認定制度全般について
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【アンケート内容】
・認定企業数を増やすためにあるとよい取組
・継続申請の手続きに関する意見

取組①：BCP認定制度の普及啓発(P.8)
各種会議、イベント等での普及啓発の実施

取組③-1：確実な継続申請( P.10)
インセンティブの導入検討、認定マークの検討

取組③-2：申請手続きの簡素化・効率化( P.10)
電子申請システムの導入検討

②BCPの訓練実施について

【アンケート内容】
・訓練実施の有無、実施にあたって苦労した点
・訓練実施に際してあると良い情報提供・取組 など

【主な意見】
・社内、資源調達先にBCPが十分に浸透していない場合があり、説明を

しながら訓練を実施したため手間がかかった。
・会社規模に応じて実施可能な訓練を選択できるように、他社による優

良な訓練事例紹介や訓練実施マニュアルがほしい。
・各社の実施した訓練の動画配信があると良い。

取組②：BCP訓練に関する優良事例の展開（P.9）
訓練事例集の作成、公表

訓練を実施する際にほしい情報・取組

【主な意見】

〈その他の意見〉
・総合評価落札方式での加点等のインセンティブを求める意見が多い。
・BCP策定の支援をしていただける窓口等を設置してほしい。
・事業規模や確認項目の増減によってコース選択制にすることにより、初めて

BCPを策定する会社でも導入しやすいようにする。

〈継続申請の手続きに関する意見〉
・継続時の必要書類の明確化、評価項目の簡素化
・継続手続きの説明会の開催
・訓練記録の記載として求められるレベルへの不安
・継続申請が必要な会社への事前周知メール
・認定期間の延長（現状3年→変更後5年など）

BCP認定制度への申請にあたりあるとよい取組（回答選択制）

84

80

17

41

18

7

21

7

3

0 20 40 60 80 100

他社による優良なBCP訓練事例集

具体的な訓練の実施マニュアル

建設会社の実施した訓練事例を発表する講習会の開催・配信

建設会社が行っている具体的なBCP訓練の動画配信

地域・公的機関が実施する災害対応訓練等の情報

BCP訓練実施における情報を交換し合えるサイト

具体なBCP訓練を支援してくれるアドバイザーの派遣

特になし

その他
N=122



2-3 ＢＣＰ認定制度の実効性向上に関する取組（ロードマップ）
中部地方整備局

 BCP認定制度の運営が2年目を迎えるなかで、申請数は初年度と比較して低下している

 大規模自然災害が激甚化、頻発化するなかで、更なるBCP認定制度の実効性向上に向けて認定申請の促進を図る

 令和5年度の初回継続申請を控え、各認定企業のBCPの質の向上、確実な継続申請手続きにつなげる取組を強化する
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令和２年度（2020 年度） 

制度運営 初年度 
 

令和３年度（2021 年度） 

２年目 
 

令和４年度（2022 年度） 

３年目 
 
令和５年度（2023 年度） 

４年目 
       

認定制度運営初年度        認定継続申請（初年度） 

建設 BCP 実効性の向上       

 

 

 

 

 認定企業数の増加 

 

 

 

  

    

       

  認定各社の BCP 実効性向上（質の向上）     

       

  

 

 

 

 

 継続申請の推進 

 

 

 

    

       

   BCP 認定制度の実効性向上     

評価部会・委員会       

   評価部会（前期：9 月）           評価部会（後期：2 月） ・委員会（2 月）     評価部会・委員会   評価部会・委員会 

 
 

【取組①：BCP 認定制度の普及啓発】 

・目標とする認定企業数の検討・明確化 

・認定促進地域の設定による効果的な普及啓発、協会等への出前説明会による普及啓発 

・工事等安全協議会（パンフレット配布等）、各種会議・イベント等を捉えた普及啓発の実施 

申請 198 社 
認定 196 社 

【取組②：BCP 訓練に関する優良事例の展開】 

・優良事例の整理 

・ヒアリング等の取材による訓練事例の整理、公表等資料作成 

【取組③-1：確実な継続申請】 

・インセンティブの導入検討、認定マークの検討 

【取組③-2：申請手続きの簡素化・効率化】 

・申請手続きの負担軽減、電子申請に関する検討 

【取組④：ガイドライン等の見直し（案）】 
・自然災害に関する最新情報の反映 
・申込書類の適合状況等の整理、改善点の分析 
・ガイドラインの改訂 

【継続申請を推進するための取組】 
・認定期間満了、継続申請のお知らせ通知 
・インセンティブの導入検討 
・BCP 認定企業向けのよくある質問（Ｑ&Ａ）の作成 
・認定マークの付与 

【評価要領・ガイドラインの改訂の検討】 
・自然災害に関する最新情報の反映 
・継続申請時における認定基準改訂に関する検討 
・評価要領、ガイドラインの改訂の検討 

・地域ごとの認定状況に関する分析 

・BCP 認定企業位置図の作成 

【申請手続きの簡素化・効率化】 
・電子手続きの導入準備  
・継続申請手続きの情報提供 
（継続申請手続き、電子申請手続きのお知らせ等） 

・BCP 認定状況の分析 
・普及啓発に関する取組 
・実効性向上の取組方針 

・BCP 認定状況 
・アンケート調査結果報告 
・BCP認定制度の実効性向上の取組 
・ガイドラインの改訂 

・BCP 認定制度の実効性向上の取組 
・次年度継続申請を推進する取組 
・認定基準の向上に関する検討・付議 
・評価要領・ガイドラインの改訂 

【アンケート調査】依頼 220 社／回答 122 社 

・認定企業へのアンケート調査による BCP 認定制度の評価 

・BCP 認定制度の普及啓発 

（パンフレットの作成） 

・BCP 認定の記録、データ分析 
・自然災害に関する最新情報の反映 
・ガイドラインの見直し、改訂 

【BCP 実効性向上に関する情報提供等】 

・訓練事例の公表 

【認定企業向けの講習会等の開催】 

・継続申請時の注意点（訓練実施の記録、改善等の取組） 

・BCP 訓練実施に係る各社の取組紹介 

・自然災害等に関する最新情報、取組の共有 など 

申請 41 社 
認定 41 社 

・認定継続申請（初年度）

・BCP認定制度の実効性向上の取組

・ガイドラインの改訂

・BCP認定基準の調整・設定
・適合率が低い項目の抽出・分析及び

ガイドラインの改訂
・BCP認定企業位置図の提示



2-4 取組①：BCP認定制度の普及啓発
中部地方整備局

■各種イベントでの広報 ■建設業協会との連携

■各事務所による
地域毎のPR ■新聞・広報等による普及啓発

 BCP認定申請は昨年度198社、今年度は41社と低下しているなか、
認定率は49％とBCP認定申請を行っていない建設会社は多い

 企業規模による認定率を整理した結果、中小企業、中堅企業、大企業
の区分による大きな差は見られなかった。一方で、総従業員数が20
人以下の企業では認定率が21％となり、全体平均である49％より低
い傾向が見られた

 BCP認定制度の実効性を高めるためにはBCP認定企業の増加が不可
欠であり、認定申請を促進する取組を強化し、建設会社が所属する各
種団体との連携により効率的・効果的な普及啓発を実施した

 地域に偏りなくBCP認定申請を促すため、BCP認定状況を見える化
し、認定率が低い地域を対象に普及啓発の取組を強化した

■ BCP認定制度への申請に関する現状

事務所のエントランスで
パンフレットの配布

BCP認定申請開始の
プレスリリース

11月 8日 岐阜県建設業協会

11月15日 静岡県建設業協会

11月19日 愛知県建設業協会

11月22日 三重県建設業協会

建設業協会との意見交換でのBCP認定制度のPR

■建設業協会の災害対策会議
BCP認定制度の出張説明会実施予定

名古屋 防災・減災セミナー2021
BCP認定制度のパネル出典

（一社）愛知道路災害対策
協力会に対するBCP

認定制度のPR

■ 普及啓発にかかる各種取組

8

新聞による中部地方整備局長
によるBCP認定制度の広報

建設通信新聞：令和3年5月26日
日刊建設工業新聞：

令和3年5月28日

【記事概要】
・令和２年度よりBCP認定制度を

開始
・中部地方整備局と契約実績の

ある地元建設企業の認定率
100％を目指す

各県の認定状況

企業規模 対象企業 認定済 認定率
中小企業 417 195 47%
中堅企業 53 37 70%
大企業 10 5 50%
合計 480 237 49%

総従業員数 対象企業 認定済 認定率
20人以下 75 16 21%
21～50人以下 180 75 42%
51～100人以下 83 52 63%
101人以上 142 94 66%

合計 480 237 49%

総従業員数別の認定率企業規模別の認定率



具体的な訓練の

実施マニュアル

（80）66％

その他回答

（42）34％

2-5 取組②：BCP訓練に関する優良事例の展開
中部地方整備局

■ 建設会社へのヒアリング調査

■ BCP訓練に関する公表資料の作成

 建設会社各社のBCPの実効性向上には、策定したBCPに基づく訓練
を実施し、課題や問題点を抽出して、改善していく取組が有効

 BCP認定制度運用2年目において、認定企業のなかにはBCPに基づく
災害対応に関する訓練の実施経験が少ない建設会社も多い

■ 訓練に関する現状把握

企業規模、立地条件等の特性により有効な訓練は異なるため、異なる条
件の建設会社を抽出し、多様な訓練情報を取材

【アンケート調査による建設会社の意見】

➣BCP訓練を実施する際に、欲しい情報・取組は？（選択複数回答）

■ 訓練ヒアリングの結果

具体的な訓練の
実施マニュアル

69％ 66％

BCP認定企業のなかから、BCP訓練事例をヒアリング調査等により取材
し、BCPの実効性向上に寄与するような効果的な訓練事例を取りまとめ、
建設会社がBCP訓練を実施する際の参考資料として公表

WEBによる建設会社へのヒアリング

上：ヒアリング資料
右：ヒアリング調査票

BCPの実効性向上につながる効果的な訓練事例（主な意見）

• 地元の土木事務所・建設業協会等が実施する合同訓練へ参加すると建設
会社の横のつながりが強化される

• 毎年、繰り返し訓練を実施することで訓練自体もスムーズになる

• タイムラインを明確化することで、誰が・いつ・何をすればよいか明確
になり、指示がなくても円滑に行動ができる

• 安否確認訓練を繰り返し実施することで1時間以内の返信率が99％以上
になった

上：メール等を自動集計する安否確認システム
右上：建設会社の実働訓練風景
右下：WEBを活用した社内の広域的訓練風景

他社による優良な

BCP訓練事例集

（84）69％

その他回答

（ 38）31％

他社による優良な
BCP訓練事例集

N=122
（ ）内は回答者数
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公開用の訓練事例集は、
企業規模、従業員数、
訓練規模、立地条件等
の会社概要および訓練
情報を明示して、自社
に効果的な訓練を選べ
るようにする



総合評価落札

方式での加点

（37）30％
その他回答

（85）70％

認定マーク

の付与

（44）36％
その他回答

（78）64％

【アンケート調査による建設会社の意見】

➣多くの建設会社にBCP認定申請をしてもらうためにあるとよい取組
は？（その他、自由回答）
➣BCP認定制度に関する自由意見

申請手続きの負担

軽減（電子手続き）

（59）48％

その他回答

（63）52％

【アンケート調査による建設会社の意見】

➣継続申請の手続きに関する
意見・要望は？
（選択複数回答）

2-6 取組③-1：確実な継続申請
取組③-2：申請手続きの簡素化・効率化 中部地方整備局

■ 申請手続きに関する現状把握

 BCP認定制度の有効期間は3年間であり、令和5年度には初年度（令
和2年度）に申請した196社は継続申請をする必要がある

 BCP認定制度を継続的かつ安定的に運用していくために、令和2年度
の認定企業における継続申請が必要となる初回（令和5年度）年度を
視野に、確実な継続申請を促進する取組を推進する

 BCP認定制度の認定企業に対するインセンティブの導入を検討するこ
とで、意欲醸成を図り、BCP認定申請の維持・増加を図る

■ インセンティブの導入検討

 申請手続きは、審査後の修正手続きに係る再提出も含めて、書類一式
を持参・郵送により提出するため、申込会社に対する負担が大きい

 3年おきに継続申請手続きが必要であり、BCP認定制度を定着させて
いくためには、申請手続きの負担軽減が必要

総合評価落札
方式での加点を
希望する意見

30％

申請手続きの負担
軽減（電子手続き）

48％

電子化した申込書類を提出する電子申請システムの導入を検討し、紙
媒体の申込書類の提出を省略することで、申請手続きの簡素化・効率
化により申込会社の負担軽減を図る

クラウドを活用して電子
化した申込書類の提出
（電子申請）による申請
手続き（システム検討中）
事務局側の事務手続き
の効率化により申請手
続きの迅速な対応も可
能となる

上：電子申請システムの手続きフロー 下：電子申請システムのイメージ

10

N=122
（ ）内は回答者数

■総合評価落札方式での加点 ■認定マークの検討

認定マーク
の付与を希
望する意見

36％
N=122

（ ）内は回答者数

港湾空港関連

令和3年度より、BCP認定制度で
の認定により総合評価落札方式に
おける「地域精通度・貢献度」の
項目において加点対象とした。

一般土木関連

次年度以降の導入に向けて、現在
検討中である。

評価項目 評価基準 配点

災害時の事業継
続力の認定状況

認定の
有無

認定あり 1.0点
1.0点

認定なし 0.0点

近畿地方整備局における
建設業BCP認定マーク

BCP認定制度への認定企業に対し
て、名刺等に記載可能な認定マー
クを作成して次年度HP等での公
表に向けて導入を検討中。

中小企業庁による
事業継続力強化計
画認定ロゴマーク

■ 継続申請に関する現状把握

取組③－1：確実な継続申請 取組③－２：申請手続きの簡素化・効率化

■ 電子申請システムの導入検討
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令和2年度申請 令和3年度申請

令和２年度

平均不適合数2.64

令和３年度

平均不適合数2.05

 昨年度は、適合率が低い項目を中心に文字を強調するなどによりガイドラインの改訂を実施した。

 ガイドラインの改訂を行った結果、1社あたりの不適合数は令和2年度と比較して減少した。

中部地方整備局

■昨年度ガイドラインの改訂の概要
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2-7 取組④：ガイドライン等の見直し（案）

①文字の強調（太字、下線）

②説明文の追記

③記載例の追加

④補足情報の追加

昨年度のガイドライン改訂方針

適合率の低い項目を中心に、
下記のいずれかの方法により
ガイドラインを改訂

24%

29%16%

9%

2%

5%
16%

令和2年度 不適合数区分

0 1 2 3 4 5 6以上

17%

37%
15%

10%

12%

5%
5%

令和３年度 不適合数区分

0 1 2 3 4 5 6以上

52％

申請数
平均
不適合数

1社あたりの不適合数の内訳

令和2年度と比較して、令和3年度の1社あた
りの平均不適合数は2.64から2.05と減少した。
一方で、不適合なしの割合が減少しており、
不適合数が1,2項目である企業が過半をしめ
ている。いずれも同様の箇所で指摘のある傾
向があるため、引き続きガイドラインの解説を
充実させるなど、理解促進を図る。

減少



 概ね令和2年度と同様の項目で適合率が低い傾向があるため、ガイドラインの記載内容の見直し・充実を検討した。

 アンケート調査によりガイドラインの不明点や掲載してほしい情報等の意見を集約したため、それらの結果を踏まえて、ガイ
ドラインの見直し（案）を次ページ以降に示す。

確認項目 No. 必要書類
適合率

令和2年
通期

令和3年
通期

計画の策定 計画の策定
（ガイドラインｐ8～）

1
計画策定の意義・目的、検討体制の資料及び責任者による承認等がわかる資料

90% 93%

(1)重要業務
の選定と目標
時間の把握

１．受ける被害の想定
（ガイドラインｐ10～ 3-2(1) ）

2 自社の地域で懸念される災害を整理した資料 96% 100%
3 自社所有の建物の耐震性に関する状況把握資料 99% 100%

２．重要業務の選定
（ガイドラインｐ12～ 3-2(2) ）

4
重要業務の選定表

99% 97%

３．目標時間の把握
（ガイドラインｐ14～ 3-2(3) ）

5 重要業務の目標時間の検討表（就業時間内／就業時間外（夜間・休日）） 96% 93%
6 対応拠点、代替対応拠点に参集する人員と時間が整理されている資料 96% 100%

7
災害協定業務着手までの手順と目標時間がわかる資料

（就業時間内と就業時間外（夜間・休日）のそれぞれの手順）
80% 38%

(2)災害時の
対応体制

４．社員及び家族の安否確認方法
（ガイドラインｐ19～ 3-3(1)，3-3(2)）

8
安否確認方法がわかる資料

（携行カードを作成・配布している場合はその写しを添付）
93% 100%

9
社内連絡体制がわかる資料
（社内の連絡体制表） 94% 93%

10 顧客、来客、社員の避難・誘導方法がわかる資料 98% 100%
５．二次災害の防止
（ガイドラインｐ23～ 3-3(3)）

11
二次災害防止の実施計画書

98% 97%

６．災害対応体制
（ガイドラインｐ24～ 3-3(4)，3-3(5)）

12
指揮命令系統図

98% 100%

(3)対応拠点
の確保

７．対応拠点、代替対応拠点の確保

（ガイドラインｐ27～3-4(1)，3-4(2)）
13 対応拠点と代替対応拠点の概要がわかる資料 88% 90%
14 設備、棚・ロッカー等、機器の地震等の対策状況一覧がわかる資料 95% 97%
15 重要なデータ・文書のバックアップの現状がわかる資料 98% 100%

(4)情報発信・
情報共有

８．発災直後に連絡すべき相手先リスト

（ガイドラインｐ36～3-5(1)，ｐ39～3-5(2)）
16

連絡すべき相手先リスト
（災害・事故発生直後に連絡すべき関係行政機関（国、県、市区町村）リスト）

80% 72%

17 施工中現場の一覧 81% 88%
(5)人員と資機
材の調達

９．自社で確保している人員、資機材等
（ガイドラインｐ40～3-6(1)）

18 自社で確保している人員、資機材等がわかる資料 100% 100%
19 備蓄食料のリスト 98% 100%
20 災害時の救出用機材等の備蓄のリスト 97% 100%

１０．災害時の人員と資機材の調達先リスト
（ガイドラインｐ41～3-6(2)）

21 通常の調達先リスト 75% 85%
22 代替調達先リスト 69% 79%

(6)訓練と改善
の実施

１１．訓練計画及び実施
（ガイドラインｐ44～3-7(1)、ｐ46～3-7(3)）

23 訓練実施計画 100% 100%
24 訓練の実施記録

１２．事業継続計画の改善計画及び平時の点検
計画及び実施
（ガイドラインｐ45～3-7(2)、ｐ46～3-7(3)）

25 定期的点検・定期的改善の実施計画 98% 97%

26 事業継続計画の改善の実施記録

27 定期的な点検の実施記録

１３．事業継続計画の現状の課題と今後の対応
（ガイドラインｐ47～ 3-7(4)）

28
事業継続の課題・対応方法等の一覧

76% 85%

中部地方整備局

【凡例】 ：令和3年度通期90％未満、 ：90％未満、 ：今年度評価対象外項目

■申込書類における審査項目ごとの適合率

12

審査項目ごとの
適合率

2-7 取組④：ガイドライン等の見直し（案）

ガイドライン改訂案該当頁
（ ）内は現行のガイドライン

本編の該当頁

P.13～14

（P.16～18 ）

P.15

（P.36～38 ）

P.16

（P.38～39 ）

P.17

（P.41～44 ）



2-7 取組④：ガイドライン等の見直し（案） （No.7）
中部地方整備局

No.7：災害協定業務着手までの手順と目標時間がわかる資料（1/2）

現行ガイドライン

13

重要業務の目標時間と対応手順の時間を整合させ
ることがわかりにくい

重要業務の目標時間

施工中現場の被害状況の確認・
二次災害防止：11時間

【申込会社の記載例】

申込会社の主な不適合の内容と記載例

問題点
その①
問題点
その①

不適合事例不適合事例

対応手順

時間の不整合

【ガイドラインP.16～ P.18 】

間違いやすいポイントを明示して、整合を図るべき箇所を明確にした

改訂案改訂案

整合を図るべき
箇所の明確化

重要業務の目標時間

対応手順

重要業務の目標時間と対応手順の時間を整合を求めていること
がわかりにくい

施工中現場の被害状況の確認・
二次災害防止：12時間以内



2-7 取組④：ガイドライン等の見直し（案） （No.7）
中部地方整備局

No.7：災害協定業務着手までの手順と目標時間がわかる資料（2/2）

現行ガイドライン 【ガイドラインP.16～ P.18 】

対応手順と目標時間（就業時間外）就業時間内/外、両方の対応手順を作成することが
伝わりにくい

問題点
その②
問題点
その②

申込会社の主な不適合の内容と記載例不適合事例不適合事例

就業時間内/外、両方の対応手順
を作成することが伝わりにくい

就業時間外の対応手順
しか作成されていない

 就業時間内/外の両方の対応手順の記載を求める文章を強調

 重要業務着手までの手順と時間について、就業時間内/外の両方の手順
を作成する趣旨を分かりやすく追記

改訂案改訂案

14



2-7 取組④：ガイドライン等の見直し（案） （No.16）
中部地方整備局

No.16：連絡すべき相手先リスト

現行ガイドライン 【ガイドラインP.36～ P.38 】

行政機関は、異動等が多く担当者氏名を常に把握するこ
とは難しいため、担当者の記載は不要とした

見直し①

15

文字の強調とBCPに協定書の添付を求める主旨を記載し
て、協定書の添付が必要なことの理解を図る見直し②

【申込会社の記載例】連絡すべき相手先リストに相手先の担当者氏名の
記載を求めている

問題点
その①
問題点
その①

協定書の写しを添付する必要があることが分かり
にくい

問題点
その②
問題点
その②

【問題点その①の事例】
連絡先のリストに組織名の
みしか記載がない

【問題点その②の事例】
協定書の写しが添付され
ていない

担当者の記載は不要とし、担当部署
を記載することとした

追記

申込会社の主な不適合の内容と記載例不適合事例不適合事例

改訂案改訂案

アンケート調査における建設会社からの意見

 行政機関の担当者は異動等により変更する頻度が高いため、
担当者指名でなく、役職名、部署名までの記載でも可とし
てほしい。

 災害時には協定先から連絡を受けるのみであるため、協定
書の写しの添付は不要ではないか。

強調

担当者氏名まで
記載を求めている



中部地方整備局
2-7 取組④：ガイドライン等の見直し（案） （No.17）

施工中の現場ごとに現場代理人の自宅から現場までの距離・移動時間の記
載を求める文章を強調し、趣旨を分かりやすく追記

現行ガイドライン 【ガイドラインP.38～ P.39 】
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【申込会社の記載例】

No.17：施工中現場の一覧

現場代理人の自宅から現場までの距離・時間（就業
時間内/外）を求めている内容が見落とされている

問題点問題点

改訂案改訂案

現場代理人の自宅から
現場までの距離・時間
の記載が漏れている

申込会社の主な不適合の内容と記載例不適合事例不適合事例

現場代理人の自宅から現場までの距離・時間（就業
時間内/外）を求めている内容が見落とされている

強調

追記



中部地方整備局
2-7 取組④：ガイドライン等の見直し（案） （No.21,22）

現行ガイドライン 【ガイドラインP.41～ P.44 】

【申込会社の記載例】

No.21.22：通常の調達先リスト、代替調達先リスト

通常の調達先

 燃料の調達先の記載を求める文章を強調

 燃料の調達先が未定である場合の調達先確保の考え方、BCPへの記載
方法を追記
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災害時の調達先リストに「燃料の調達先」の記載を
求めている内容が見落とされている

問題点問題点

申込会社の主な不適合の内容と記載例不適合事例不適合事例

改訂案改訂案

燃料の調達先
の記載がない

アンケート調査における建設会社からの意見

燃料の調達については、重要性は理解していても、日ごろから
の付き合いもなく調達先として明記することは難しい

追記
強調

燃料の調達先の記載を求めている内容が
見落とされている



2-8 取組④：ガイドライン等の見直し（案）
中部地方整備局

ガイドラインへの追加事項

追加① 新たな避難情報等に関する情報を追加（P.23）追加②
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大規模自然災害は年々、激甚化、頻発化しており、BCPにおいても適切に対応していく必要がある

令和元年の台風第19号等による災害を受けて、
令和3年5月に「避難情報に関するガイドライン」が改定

令和3年7月に中部地方整備局管内
の熱海市で土石流災害が発生

土砂災害等のハザード情報を提供している自治体の
ホームページ（URL）を ガイドラインに追記

社員、顧客、来客の避難誘導方法を解説している箇所
に「避難情報に関するガイドライン」の情報を追記

土砂災害情報を追加

改訂案改訂案

土砂災害等のハザード情報に関する情報を追加（P.12）

改訂案改訂案

コラムを追加



4.今後の取組
中部地方整備局

 大規模自然災害が激甚化、頻発化するなかで、更なるBCP認定制度の実効性向上に向けて認定申請の促進を図る

 令和5年度の初回継続申請を控え、各認定企業のBCPの質の向上、確実な継続申請手続きにつなげる取組を強化する
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令和２年度（2020 年度） 

制度運営 初年度 
 

令和３年度（2021 年度） 

２年目 
 

令和４年度（2022 年度） 

３年目 
 
令和５年度（2023 年度） 

４年目 
       

認定制度運営初年度        認定継続申請（初年度） 

建設 BCP 実効性の向上       

 

 

 

 

 認定企業数の増加 

 

 

 

  

    

       

  認定各社の BCP 実効性向上（質の向上）     

       

  

 

 

 

 

 継続申請の推進 

 

 

 

    

       

   BCP 認定制度の実効性向上     

評価部会・委員会       

   評価部会（前期：9 月）           評価部会（後期：2 月） ・委員会（2 月）     評価部会・委員会   評価部会・委員会 

 
 

【取組①：BCP 認定制度の普及啓発】 

・目標とする認定企業数の検討・明確化 

・認定促進地域の設定による効果的な普及啓発、協会等への出前説明会による普及啓発 

・工事等安全協議会（パンフレット配布等）、各種会議・イベント等を捉えた普及啓発の実施 

申請 198 社 
認定 196 社 

【取組②：BCP 訓練に関する優良事例の展開】 

・優良事例の整理 

・ヒアリング等の取材による訓練事例の整理、公表等資料作成 

【取組③-1：確実な継続申請】 

・インセンティブの導入検討、認定マークの検討 

【取組③-2：申請手続きの簡素化・効率化】 

・申請手続きの負担軽減、電子申請に関する検討 

【取組④：ガイドライン等の見直し（案）】 
・自然災害に関する最新情報の反映 
・申込書類の適合状況等の整理、改善点の分析 
・ガイドラインの改訂 

【継続申請を推進するための取組】 
・認定期間満了、継続申請のお知らせ通知 
・インセンティブの導入検討 
・BCP 認定企業向けのよくある質問（Ｑ&Ａ）の作成 
・認定マークの付与 

【評価要領・ガイドラインの改訂の検討】 
・自然災害に関する最新情報の反映 
・継続申請時における認定基準改訂に関する検討 
・評価要領、ガイドラインの改訂の検討 

・地域ごとの認定状況に関する分析 

・BCP 認定企業位置図の作成 

【申請手続きの簡素化・効率化】 
・電子手続きの導入準備  
・継続申請手続きの情報提供 
（継続申請手続き、電子申請手続きのお知らせ等） 

・BCP 認定状況の分析 
・普及啓発に関する取組 
・実効性向上の取組方針 

・BCP 認定状況 
・アンケート調査結果報告 
・BCP認定制度の実効性向上の取組 
・ガイドラインの改訂 

・BCP 認定制度の実効性向上の取組 
・次年度継続申請を推進する取組 
・認定基準の向上に関する検討・付議 
・評価要領・ガイドラインの改訂 

【アンケート調査】依頼 220 社／回答 122 社 

・認定企業へのアンケート調査による BCP 認定制度の評価 

・BCP 認定制度の普及啓発 

（パンフレットの作成） 

・BCP 認定の記録、データ分析 
・自然災害に関する最新情報の反映 
・ガイドラインの見直し、改訂 

【BCP 実効性向上に関する情報提供等】 

・訓練事例の公表 

【認定企業向けの講習会等の開催】 

・継続申請時の注意点（訓練実施の記録、改善等の取組） 

・BCP 訓練実施に係る各社の取組紹介 

・自然災害等に関する最新情報、取組の共有 など 

申請 41 社 
認定 41 社 

・認定継続申請（初年度）

・BCP認定制度の実効性向上の取組

・ガイドラインの改訂

・BCP認定基準の調整・設定
・適合率が低い項目の抽出・分析及び

ガイドラインの改訂
・BCP認定企業位置図の提示


